
（参 考） 

平成２６年度地方債計画について 

 

平成２６年度地方債計画については、極めて厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足

に対処するための措置を講じ、また、地方公共団体が防災・減災対策の強化や地域の活性化へ

の取り組みを着実に推進できるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとするとともに、東

日本大震災に関連する事業を円滑に推進できるよう、所要額についてその全額を公的資金で確

保を図ることとして、通常収支分、東日本大震災分のそれぞれについて策定している。 

 

１ 通常収支分  
  

(1) 概況  

総額は１２兆８，３０１億円となり、前年度に比べて５，４０７億円、４．０％の減 

となっている。 

このうち、普通会計分は１０兆５，５７０億円で、前年度に比べて５，９４７億円、 

５．３％の減、公営企業会計等分は２兆２，７３１億円で、前年度に比べて５４０億円、

２．４％の増となっている。 

  

(2) 臨時財政対策債の発行 

地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として臨時財政対策債５兆 

５，９５２億円を計上している。 

 

(3) 緊急防災・減災事業の推進 

平成２６年度以降も、地方公共団体が、引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取

り組んでいけるよう、緊急防災・減災事業を継続することとし、平成２６年度については

５，０００億円を計上している。  

 

(4) 過疎対策事業の推進 

平成２２年の過疎地域自立促進特別措置法改正時における衆参総務委員会の決議等を踏

まえた見直しに対応できるよう、所要額を計上している。 

 

(5) 地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進 

       上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進す 

ることとし、事業の実施状況等を踏まえ、所要額を計上している。 

 

  



(6) 公共施設等の除却についての地方債の特例措置の創設 

地方公共団体の公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等の除却について、地方債の

特例措置を創設することとし、所要額を計上している。 

あわせて、公営企業については、水道施設等に限定されていた施設処分に要する経費の

財源に充てるための公営企業債の発行を認める取扱いを全ての事業区分に広げることと

し、所要額を計上している。 

 

(7) 地方債資金の確保 

公的資金については、前年度と同程度の公的資金を確保するとともに、民間等資金に

ついては、その円滑な調達を図るため、共同発行市場公募地方債及び住民参加型市場公

募地方債を含めた市場公募地方債の発行を引き続き推進することとしている。  

 

 

２ 東日本大震災分  
 

(1) 概況 

復旧・復興事業として総額５４３億円、全国防災事業として総額９８３億円を計上して

いる。 

 

   (2) 被災施設借換債の確保 

旧公営企業金融公庫資金（地方公共団体金融機構資金も含む。）によって取得した施設

が被災により滅失し繰上償還（補償金が課されない強制繰上償還）を行う場合、地方公共

団体金融機構資金により、借換債を発行できることとしている。 

 

(3) 地方債資金の確保 

東日本大震災分については、その所要額について全額を公的資金で確保することとして

いる。 

  



（参考１）通常分・特別分の状況 

（単位：億円、％）     

区 分 
平成２６年度 

(A) 

平成２５年度 

(B) 

増 減 額 

(A)-(B) (C) 

増 減 率 

(C)/(B)×100 

普通会計分 

通 常 分 

特 別 分 

臨時財政対策債 

財 源 対 策 債 

退 職 手 当 債 

調 整 

 

１０７,００８ 

４２,３５６ 

６４,６５２ 

５５,９５２ 

７,８００ 

８００ 

１００ 

(        - )

１１２,７２３ 

４０,７９１ 

７１,９３２ 

６２,１３２ 

８,０００ 

１,７００ 

１００ 

(    ２８０ )

△ ５,７１５ 

１,５６５ 

△ ７,２８０ 

△ ６,１８０ 

△   ２００ 

△   ９００ 

０ 

(△    ２８０) 

△  ５．１ 

３．８ 

△ １０．１ 

△  ９．９

△  ２．５ 

△ ５２．９ 

０．０ 

(       皆減)

公営企業会計等分 ２２,８１９ ２３,８７５ △ １,０５６ △  ４．４ 

総 計 

通 常 分 

特 別 分 

１２９,８２７ 

６５,１７５ 

６４,６５２ 

１３６,８７８ 

６４,９４６ 

７１,９３２ 

△ ７,０５１ 

２２９ 

△ ７,２８０ 

△  ５．２ 

０．４ 

△ １０．１ 
 
（注）１ 「普通会計分」欄の（ ）書は、一般会計債に係る特定被災地方公共団体借換債であり、普通

会計分の外書であるが、総計及びその通常分には含む。 

２ 公営企業会計等分はすべて通常分である。 

 

 

（参考２）地方債資金の構成内訳 

（単位：億円、％）     

区       分 

平成２６年度計画 平成２５年度計画 差 引 増 減 率

(A) 

構成比

(B)

構成比

 

(A)-(B) 

(C) 

(C)/(B)

×100

公 的 資 金 

財 政 融 資 資 金 

地方公共団体金融機構資金 

（国の予算等貸付金） 

民 間 等 資 金 

市 場 公 募 

銀 行 等 引 受 

55,030  

34,530  

20,500  

(   770) 

74,797  

42,600  

32,197  

42.4

26.6

15.8

-

57.6

32.8

24.8

58,530 

36,810 

21,720 

(   689)

78,348 

44,400 

33,948 

42.8

26.9

15.9

-

57.2

32.4

24.8

△ 3,500  

△ 2,280  

△ 1,220  

(    81) 

△ 3,551  

△ 1,800  

△ 1,751  

 △  6.0 

 △  6.2 

△  5.6 

(   11.8)

△  4.5 

  △ 4.1 

△  5.2 

合       計 129,827  100.0 136,878 100.0 △ 7,051  △  5.2 
 

（注）１ 市場公募地方債については、借換債を含め 7兆 5,800 億円（前年度比 1,800 億円、2．3％減）

を予定している。 

２ 国の予算等貸付金の（ ）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源

とするものであって合計には含めていない。  
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